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御坊市民文化会館指定管理者管理運営仕様書 

 

１ 趣旨 

御坊市民文化会館（以下「市民文化会館」という。）の指定管理者が行う業務の内容及

び範囲は本仕様書によるものとし、指定管理者が業務を行うに当たっては、次の各項目

に留意し、市民文化会館を円滑かつ効率的に運営することを目的とする。 

２ 基本的な考え方 

指定管理者は、次に掲げる項目を基本に市民文化会館を管理運営するよう心掛けるこ

ととする。 

⑴ 市民文化会館の設置目的に沿った管理運営を行うこと。 

⑵ 特定の個人及び団体に対して、有利又は不利になるような取扱いをしないこと。 

⑶ 効率的、効果的な管理運営により、経費の節減に努めること。 

⑷ 地域住民及び利用者の意見、要望等を管理運営に反映させること。 

３ 開館時間及び休館日 

市民文化会館の開館時間及び休館時間は、次のとおりとする。 

⑴ 開館時間（利用可能時間） 

午前９時から午後９時３０分まで。ただし、指定管理者は、必要があると認めると

きは、御坊市（以下「市」という。）の承認を得て変更することができる。 

なお、受付業務時間は、午前９時から午後５時までとする。 

⑵ 休館日 

市民文化会館の休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者は、必要があると

認めるときは、市の承認を得て臨時に開館し、又は休館することができる。 

ア 毎週月曜日及び火曜日。ただし、月曜日又は火曜日が国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「国民の休日」という。）に当たる

ときは、木曜日 

イ 国民の休日（土曜日又は日曜日に当たる場合を除く。）の翌日。ただし、国民の休

日の翌日が土曜日又は火曜日に当たるときは、水曜日 

ウ １２月２９日から翌年１月３日まで 

４ 指定管理者が行う業務 

施設の設置目的を達成するために実施する主要な業務については次のとおりとし、指

定管理者が自ら実施するものとする。ただし、舞台業務及び施設の維持管理に関する業

務（設備の保守点検、清掃、警備等）の一部については同業務の実施に必要な免許等を

有している第三者に委託し、又は請け負わせることができる。 

この場合、第三者の使用は、すべて指定管理者の責任において行い、当該第三者の責

めに帰すべき事由により生じた損害は、指定管理者の責めに帰すものとする。 

⑴ 管理運営業務 
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ア 貸館業務 

市民文化会館の施設（御坊市民文化会館指定管理者募集要項１⑸施設内容）の貸

出しに関する業務（各施設の利用許可申請の受付及び許可・不許可、利用料金の徴

収、利用者への助言指導等に関する業務等）を行う。 

(ｱ) 御坊市民文化会館設置及び管理条例（平成１７年条例第３０号。以下「設置及

び管理条例」という。）及び御坊市民文化会館設置及び管理条例施行規則（平成

１７年教委規則第９号。以下「規則」という。）に基づき、市民文化会館施設の

利用申請に対し適切に受付及び許可・不許可の手続きを行い、利用料金を徴収す

る。 

(ｲ) 施設の利用及び申請受付に当たっては、正当な理由がない限り、利用を拒むこ

とはできない。 

(ｳ) 指定管理者が施設の貸出しのため自ら定める規定、様式等については、事前に

市と協議し、承認を得なければならない。 

イ 利用料金 

利用料金は、設置及び管理条例及び規則において施設、備品等毎に定めている金

額の範囲内で、指定管理者は、あらかじめ市の承認を受けて定めることとする。こ

の場合の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

ウ 舞台運営業務 

舞台・音響・照明の各業務が円滑に機能するよう必要な知識を有する職員を配置

しなければならない。そして、十分な演出効果が得られるよう、主催者等との綿密

な事前協議を行い、舞台関係設備の適切な操作及び指示等を行うこととする。また、

日頃から十分な機器の整備点検を行い舞台の安全性の確保を図らなければならない。 

⑵ 施設の維持管理業務 

市民文化会館の施設及び設備の機能等を良好に保ち、円滑な運営を行うため、次に

定める管理基準により、効果的、効率的な施設管理を実施しなければならない。 

ア 建物及び設備の保守管理 

(ｱ) 建物の外観及び内装について、ひび割れ、はがれ等による機能低下を防ぐとと

もに美観の維持に努めること。 

(ｲ) 法定点検、定期点検等を適切に行い、必要な修繕を行うことにより施設や設備

の機能維持に努めること。 

(ｳ) 著しい施設損傷や機能低下を発見した場合は、すぐに市に報告し、指示を受け

ること。 

(ｴ) 点検及び内容については、別紙１「施設等維持管理一覧表」を参照すること。 

イ ホール等設備の保守管理 

ホール等設備の定期点検等を適切に行い、性能を維持すること。 

ウ 受付案内 
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市民文化会館来館者に対する受付業務や案内業務を行うこと。 

エ 市民文化会館友の会事務局業務 

市民文化会館友の会の事務局業務（別紙２）を行うこと。 

オ 備品等の保守管理 

市から貸与、又は指定管理業務遂行上必要なものとして購入した備品の適正な管

理、異動報告を行うとともに、備品台帳の作成を行うこと。また、各種消耗品を購

入及び保管し、施設運営に支障をきたさないようにすること。 

カ 清掃 

敷地内の環境を維持するため、適切な清掃業務を行うこと。 

キ 危機管理 

緊急時における通報連絡体制の確立や対応マニュアルの整備を行い、適格かつ迅

速に対応できるよう努めるとともに、定期的な避難訓練及び防災訓練を実施するこ

とにより職員の防災対応能力の向上を図ること。 

⑶ 自主事業 

指定管理者が自らの責任において、市民文化会館の効率的運用という観点から、指

定管理者が積極的に自主事業を企画・提案する場合は、具体的な実施計画を市に示す

こと。 

５ 備品の管理等 

⑴ 指定管理者が指定管理業務遂行上必要なものとして購入した物品は、市の所有に属

し、市から無償貸与を受けたものとみなす。 

⑵ 指定管理者が管理する市の所有備品については、御坊市財務規則（昭和３９年規則

第４号）その他関係例規に基づいて管理等を行うこと。 

⑶ 指定管理者は、市が定める備品台帳を備えてその保管に係る備品を整理し、購入及

び廃棄等の異動については、適宜市に報告しなければならない。 

６ 施設の利用目的以外の行政財産の使用許可 

指定管理者が当該施設において、自動販売機設置等を行う場合は、市からの行政財産の

使用許可（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項）を受けること。

また、その使用料は、市に納付すること。 

７ 職員の配置等 

⑴ 指定管理者が行う業務を実施するため、適正な人員を施設に配置すること。また、

市民文化会館を代表する管理責任者（館長に相当する職）を１名置き、適切な管理体

制を整備すること。 

⑵ 舞台運営に際しては、舞台業務を円滑に遂行するため、舞台技術者１名、音響技術

者１名及び照明技術者１名を配置すること。なお、当該経費は、施設利用料金（条例

で示している利用料金上限額）に含まれる。 

⑶ 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないよう配置するとともに、利用者の
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要望に十分応えられるものにすること。 

⑷ 職員の資質向上を図るため、適宜研修を実施し、施設の管理運営に関して必要な知

識及び技術の習得に努めること。 

８ 修繕及び改修工事 

⑴ 修繕 

ア 修繕及び改装（以下「修繕」という。）は、市が指定管理料において修繕予算と

して示した４０万円の範囲内において、指定管理者が実施すること。 

イ 修繕による更新機器は、市に帰属すること。 

ウ 年度終了後に修繕に係る最終的な実績を報告した上で精算を行い、修繕予算に残

額が生じた場合は、市へ戻入すること。 

⑵ 改修工事 

ア 建物主要構造部及び施設の改築や施設の大規模改装の改修工事（以下「改修工事」

という。）については、市において実施する。 

イ 指定管理者が改修工事を必要と考える場合は、市に対し施設の状況及び理由等を

付してその旨を依頼するものとする。この場合、市は、当該工事の必要性を検討し、

予算措置がされた場合のみ工事を実施する。なお、市の決定に対する異議は認めな

い。 

ウ 市が決定した工事の工期、日程、工法等についての異議は認めない。また、指定管

理者は、市の行う工事に協力するものとする。 

９ リスク管理及び責任分担 

⑴ 施設及び設備の維持管理不備により利用者等に損害を与えた場合は、原則として指

定管理者が賠償責任を負うものとする。また、施設及び設備の利用等に当たって指定

管理者が故意又は過失によって利用者等に損害を与えたときは、指定管理者が賠償責

任を負うものとする。 

⑵ その他の指定期間内における主なリスクについては、別紙３「リスク分担表」の負

担者区分を前提とし、これ以外のリスクに関する対応については、別途協議するもの

とする。 

10 公立文化施設協会への加盟 

指定管理者は、全国及び和歌山県の公立文化施設協会に加盟することとする。 

11 保険の加入 

指定管理者は、本仕様書に定める自らのリスクに対して、施設所有管理者賠償責任保

険に加入すること（建物損害保険については、市で加入）。 

（※対人賠償 １人 2億円、１事故 20億円、対物賠償１事故 2,000万円） 

12 事業計画書及び収支計画書の提出 

指定管理者は、毎年度１０月末までに、次年度の事業計画書及び収支計画書を市と協

議の上で作成し、提出しなければならない。 
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13 事業報告書等の提出 

指定管理者は、御坊市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１

７年条例第２２号）第１０条に定めるところにより、各年度終了後５月３１日までに次

の事項を記載した事業報告書を市に提出しなければならない。 

⑴ 管理業務の実施状況 

⑵ 利用状況及び利用拒否等の件数及び事由 

⑶ 利用料金の収入実績 

⑷ 管理経費の収支状況 

⑸ 施設の保全状況 

⑹ 自主事業の実施状況 

⑺ その他自主的な活動状況 

14 事業の継続が困難となった場合の措置 

⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の遂行が困難になった場合又は指定

管理者の財務状況が著しく悪化し、業務の継続が困難と認められる場合は、市は、指

定を取り消すことができるものとする。この場合において、市に生じた損害は、指定

管理者が市に賠償するものとする。 

⑵ 不可抗力その他市又は指定管理者双方の責めに帰することのできない事由により事

業の継続が困難になった場合は、市は、施設運営の継続の可否について協議を行うも

のとする。この場合において、協議の結果、事業継続が困難と判断したときは、市は、

指定管理者の指定を取消すことができるものとする。 

15 資格  

指定管理者は、４に定める業務を実施するために必要な官公署の免許、許可、認可等

を受けなければならない。また、個々の業務について委託を行う場合には、当該業務に

ついて当該委託先がそれぞれ必要な免許、許可、認定等を受けなければならない。 

16 個人情報の保護 

指定管理者は、市民文化会館の管理運営を行うに当たり取り扱う個人情報については、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び個人情報取扱特記事項（別

紙４）に基づき、適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

17 情報公開 

指定管理者は、市民文化会館の管理運営に係る業務の公平性及び透明性の向上を図る

ため、御坊市情報公開条例（平成１２年条例第２９号）の規定に準じ、市民文化会館の

管理に関する情報の公開の推進を図ることとする。 

18 環境への配慮 

指定管理者は、施設の運営に当たって、省資源化や廃棄物の発生抑制等、環境に配慮

した施策を積極的に実施し、人や地域、社会にやさしい業務の実施に努めることとする。 

19 指定管理者に対する監督・監査 
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⑴ 市は、指定管理者に対して 13に示す報告の他、当該業務又は経理の状況に関して随

時報告を求め、実地に検査し、又は必要な指示を行う。 

⑵ 市又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う業務又は経理の状況に関

して監査を行う場合がある。 

⑶ 市は、指定管理者が本業務に係る法令及び募集要項、仕様書並びに協定に基づく市

の指示に従わない場合や、施設の管理に著しい支障が生じるおそれがある場合は、指

定を取り消す場合がある。 

20 法令等の遵守 

業務を遂行するに当たっては、次の関連法令等を遵守することとする。 

⑴ 地方自治法 

⑵ 御坊市民文化会館設置及び管理条例 

⑶ 御坊市民文化会館設置及び管理条例施行規則 

⑷ 個人情報の保護に関する法律 

⑸ 御坊市情報公開条例 

⑹ 御坊市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号） 

⑺ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）その他の労働及び社会保険関連法令 

⑻ その他市民文化会館を管理運営する上で関係のある諸法令 

21 業務を実施するに当たっての留意事項 

業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施することとする。 

⑴ 市と連携を図った運営を行うこと。 

⑵ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定、要綱等を作成する場合は、市と協議

を行うこと。 

⑶ 御坊市暴力団排除条例第７条に規定する暴力団の利益につながる目的のための施設

を供することがないよう、適切な取り組みを行うこと。 

⑷ 施設の管理業務の遂行に当たっては、関係機関との良好な関係を維持するとともに、

必要に応じ連絡調整を行うこと。 

⑸ 公の施設であることを念頭におき、施設の運営に当たっては、公平な運営を行うこ

とし、特定の団体等に有利あるいは不利になる運営をしてはならない。 

⑹ 指定管理者は、施設管理の業務に関して知り得た秘密を洩らし、又は自己の利益の

ために使用してはならない。 

⑺ 大ホールと小ホールが隣接しているため、催し物によっては、同時に貸すことがで

きない場合があることに留意すること。 

22 原状回復 

指定管理者は、指定期間終了時等に施設及び設備の原状回復をしなければならない。

また、原状回復の内容等については、市と別途協議するものとする。 

23 その他の事項 
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⑴ 行政財産の目的外使用許可など市の決定権限に属する申請及び問い合わせについて

は、教育課へ連絡することとする。 

⑵ 市関係の事業（イベント）で市民文化会館を利用する場合は、積極的に協力するこ

ととする。 

⑶ この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について定め

のない事項又は疑義が生じた場合は、市と協議し、決定する。 
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別紙１ 

施設等維持管理一覧表 

種              類 回数等 

電気保安管理保守点検 月１回 

機械警備 通 年 

冷温水機保守点検 年２回 

空調機器保守点検 年３回 

建築物環境衛生管理保守点検（空気環境測定） 年６回 

建築物環境衛生管理保守点検（残留塩素測定） 年５１回 

受水槽及び高架水槽清掃点検 年１回 

舞台吊物保守点検 年３回 

舞台照明設備保守点検 年２回 

舞台音響設備保守点検 年２回 

消防設備点検 年２回 

非常用自家発電機負荷運転 年１回 

防火対象物定期点検 年１回 

ピアノ保守点検 年２回 

浄化槽保守点検・清掃 月１回・年１回 

定期清掃 年６回 

日常清掃 通 年 

庭園整備 年２回 

地下タンク定期点検 年１回 

地下タンク日常点検（危険物取扱業務資格者立会いによる点検） 年１回以上 

非常用自家発電機保守点検 年１回 

大気汚染防止法に伴うばい煙量測定 年２回 

建築設備定期検査 年１回 

特定建築物定期調査（令和６年度実施） ２年に１回 

簡易専用水道定期検査 年１回 

浄化槽法定検査 年１回 

防火設備定期検査 年１回 

消臭芳香器設置及び保守 年６回 
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別紙２  

御坊市民文化会館友の会の事務局業務 

  
 

業 務 内 容 回数等 

友の会事業委託契約に伴う事務（申請・実績報告） 年１回 

友の会事業（ﾊﾞﾝﾄﾞﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ・夏のまつり・Ｘマス大合唱） 年３回 

友の会会員の入会・更新事務 通 年 

会費受領と会員カード発行 通 年 

市民文化会館催物案内と友の会だより印刷・送付 月１回 

会計処理（委託事業会計と独自会計） 随 時 

友の会総会・理事会の開催 年１回 

各事業に伴う会議の開催 年数回 

Ｘマスツリーの飾付けと片付け（Ｘマス大合唱の前後） 年１回 

その他友の会に必要な事務等 随 時 
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別紙３ 

リ ス ク 分 担 表 

※「不可抗力」とは、風水害、地震、落雷、火災その他の特異事象とする。 

種  類 内  容 
リスク負担者 

御坊市 指定管理者 

価格変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増加 協議 

資金調達 
資金調達不能による管理運営の中断  〇 

金利の上昇等による資金調達費用の増加  〇 

周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

地域との協調   〇 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利

用者からの要望等への対応 
 〇 

法令等変更 
施設の管理運営にかかる法令等の制定、変更又は

改廃 
協議 

税制変更 
消費税（地方消費税含む。）率の変更 〇  

上記以外  〇 

業務内容の変更 
市による業務の内容の変更 〇  

指定管理者による業務の内容の変更  〇 

需要変動 
需要の減少による利用料金の減収、需要の増大に

よる管理経費の増大 
 〇 

募集要項 募集要項の瑕疵による損失 〇  

施設等の損傷又は

修繕 

相手方を特定できない第三者の行為から生じた

事故等で大規模改修が必要なもの（管理瑕疵を原

因とするものは除く。） 

〇  

相手方を特定できない第三者の行為から生じた

事故等で上記以外のもの 
 〇 

指定管理者に帰責事由があるもの  〇 

上記以外で、経年劣化によるもの（小規模なもの）  〇 

上記以外で、経年劣化によるもの 〇  

不可抗力 ※ 不可抗力による施設・設備の復旧費用 〇  

損害賠償 

すべての帰責事由が市にあるもの 〇  

すべての帰責事由が指定管理者にあるもの  〇 

上記以外 協議 

セキュリティ 警備不備による情報漏えい等の事故  〇 

業務終了時の費用 

指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中

における業務を廃止した場合等の事業者の原状

回復及び撤収費用 

 〇 
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別紙４ 

個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 

 

 （基本的事項） 

第１条 指定管理者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が

識別され又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識

し、御坊市民文化会館の管理に関する基本協定（以下「協定」という。）に

よる業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよ

う、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２条 指定管理者は、協定により知ることのできた個人情報を他に漏らして

はならない。また、協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （収集の制限） 

第３条 指定管理者は、協定による業務を行うために、個人情報を収集すると

きは、その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手

段により行わなければならない。 

 （適正管理） 

第４条 指定管理者は、協定による業務の実施により、知ることのできた個人

情報の漏えい、滅失及び損傷の防止その他個人情報の適正な管理のために必

要な措置を講じなければならない。 

 （利用及び提供の制限） 

第５条 指定管理者は、御坊市（以下「市」という。）の指示がある場合を除き、協

定による業務に関し、知ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に

利用し、又は市の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （複写又は複製の禁止） 

第６条 指定管理者は、協定による業務を処理するために、市から引き渡され

た個人情報が記録された資料等を市の承諾なしに複写し、又は複製してはな

らない。 

 （再委託の禁止） 

第７条 指定管理者は、協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら

行うものとし、市が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはな

らない。 

 （資料等の返還等） 

第８条 指定管理者は、協定による業務を処理するために市から引き渡され、

又は指定管理者自らが収集若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、

業務完了後直ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に
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指示したときは、その指示に従うものとする。 

 （従事者への周知） 

第９条 指定管理者は、協定による業務に従事している者に対して、在職中及

び退職後において、その業務の実施により知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならないこと及び協定の目的以外の目的に使用してはならないこ

と等個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

 （実地調査） 

第１０条 市は、必要があると認めるときは、指定管理者が協定による業務の

執行に当たり、取り扱っている個人情報の状況について随時実地に調査する

ことができる。 

 （事故報告） 

第１１条 指定管理者は、協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあ

ることを知ったときは、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 

 

 


